


























１）　『週刊 東洋経済』2007年 1 月13日号 東洋経済新報社発行，94ページ。及び　労働政策審議会労働条件分科
会「第66回議事録」2006年10月24日。
2）　『週刊 東洋経済』2001年10月13日号 東洋経済新報社発行，94ページ。






































































4）　Bauman, Zygmunt, 2000, Liquid Modenity, Polity Press Limited. ／森田 典正（2001）『リキッド・モダニ
ティ―液状化する社会』大月書店，194，179頁。




































































　年間の世界貿易額は，2000年 7 兆9106億ドル（商品貿易額，輸出ベース 6兆3792億ドル。サー
ビス貿易額，受取ベース 1兆5314億ドル）から2007年16兆0443億ドルへ（商品貿易額，輸出ベー
ス13兆2777億ドル。サービス貿易額 2兆7, 666億ドル） へと大きく拡大した8）。しかし， 1日の世
界金融取引額は，2001年 1 兆7750億ドル（外為 1兆2000億ドル，デリバディブ5750億ドル）から































































雇用形態 期間の定めのない雇用契約 有期雇用契約 有期雇用契約
対象 管理職・総合職・技能部門の基幹職 専門部門（企画，営業，研究開発等） 一般職技能部門販売部門
賃金 月給制か年俸制職能給昇給制度 年俸制業績給昇給無し 時間給制職務給昇給無し
賞与 定率＋業績スライド 成果配分 定率
退職金年金 ポイント制 なし なし
昇進昇格 役職昇進職能資格昇進 業績評価 上位職務への転換






























15）　Edward Yourdon, 1997, Death March: The Complete Software Developer's Guide to Surviving “Mission 


























































































































2300人と推定される。さらに， 5歳未満の子供たちが実に 5秒に 1人の割合で飢餓によって亡く
なっている。世界の人々の生存権が侵されているのである18）。
16）　土木などの肉体労働をきつい・汚い・危険な 3 K職場と呼んだが，きつい・厳しい（給料が安い）・帰れ
ない（きりがない）という新 3 K職場が IT業界から始まり，多様な職場に広がっている。
17）　E. Stiglitz, Joseph, 2002, Globalization and Its Discontents, Allen Lane. ／鈴木主税（2002）『世界を不幸に
したグローバリズムの正体』徳間書店。















































すべきことを強調する CSR（Corporate Social Responsibility）が普及してきている。CSR は，
アメリカでは法令遵守や企業倫理を中心に，欧州ではさらに社会問題の解決に企業が参画し，消
費者，従業員，地域社会，投資家の各ステークホルダーが企業行動を評価するものとして議論さ
れている。企業が市民社会の一員であることを自覚して社会全体に対する責任や倫理を自主的に
果たすべきだという考え方は有益であり，新自由主義経営倫理がグローバルに社会で通用しなく
なりつつあることを示している。しかし，CSR を財産権や証券市場を中心に考えるか，社会で
人間が人間らしく生きる権利としての社会権を中心に考えるかで，その内容は大きく異なってく
る。谷本寛治氏は，「もしCSRを果たしている企業を市場が評価しないならば，企業にとってそ
れはコストでしかなく，CSR は余裕のある企業しか果たすことができないテーマになってしま
う」22）と述べ，CSRを企業が支払うべき社会的コストでなく，株価を乱高下させる手段として理
解している。さらには，小泉内閣での「痛みを伴う構造改革」はその「ビジョンの中に，持続可
能な発展や CSR の発想が位置づけられているならば，意義のあるものとなろう」23）と指摘し，
CSR を新自由主義構造改革の補完物として評価しているようにみえる。今必要なのは，企業が
働く者の生存権・社会権や安全で安心な消費・地域生活の権利を保障する為に社会的コストを支
払うグローバルな社会ルールである。個々の企業がばらばらに CSR を追及するだけでは直ちに
社会全体の問題を根本的に解決するとは限らず，対症療法に留まる。グローバル・国家・ローカ
ルな行政機関は，社会全体に奉仕する行政責任として市民の社会権・参加権などを世界中のすべ
ての人間に対して保障するグローバルな社会ルールの下で企業に活動させる責任がある。さらに，
事業活動は多くの企業などによってすでに担われ，もはや一企業の独占物ではない。事業活動全
体の計画や調整に対して，労働者・消費者・地域住民などの多様な市民組織が多様な行政機関や
企業とともに事前の意思決定に参加する戦略的アセスメントが，必要になっている。株式会社は，
株主の有限責任と引き換えに市民社会から資金を調達しているのであり，市民社会の一機関とし
て社会的に位置付けられ，機能しなければならない。
　我々は，人間のためのグローバルな市民社会に埋め込まれた企業経営のあり方を展望するため
に，人間のためのグローバル化との関係で「社会と企業」と「資本と労働のグローバルな流動
21）　経済産業省『企業の社会的責任（CSR）に関する懇談会中間報告書』2004年。http://www.meti.go.jp/
policy/economic_industrial/press/0005570/0/040910csr.pdf
22）　谷本寛治（2006）『ＣＳＲ 』NTT出版，102頁。
23）　同上書，257頁。
　
54 創価経営論集　第33巻第 2号
化・流状化」を議論する段階にきている。企業，行政機関，市民組織（労働組合，NPO，NGO
など）の分業・協業・相互作用という共生関係を，社会権を小さくする新自由主義的構造改革の
ためではなく，世界のすべての人が社会のなかで人間らしく生きるための社会権の保障と発展の
ためにグローバルに機能させなければならない。
